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・噴火の想定は２箇所でされている。１つは山頂西
側の火口で、これまでも水蒸気爆発を繰り返して
いる。もう１つは東側の火口で、江戸時代(1686
年)に噴火、火災サージの発生も確認されており、
その後 1732 年には溶岩流が噴出した。 

・昭和期になって、山頂付近（山頂火口の妙高岳の
南方斜面）で噴気活動が２回あったが、マグマ噴
火はなく、住民は岩手山を活火山だと思わなくな
っていた。 

 
■1998 年 岩手山噴火危機 
・（前年から少しずつ動きはあったが）98 年２月に
急速に火山性地震が活発になった。１日あたり
200 回を超える地震が起き、有感地震も発生する
ようになった（なお地震は６～７月にピークを迎
え、その後収束したものの、現在も続いている）。 

・地震と同時に山が膨れ、GPS でもマグマが地下の
浅いところに来た様子が捉えられた。その後、マ
グマは山頂ではなく西方に向けて移動を始め、98年には西側で噴気が強まった。

・そして 98 年６月には、気象庁が噴火の可能性に言及するようになった。 
・以上のような経緯で岩手山の噴火の可能性は高まっていき、地元は有無を言わ
さず火山防災に取り組まなければならない状況になった。 

 
■1998 年 岩手山噴火危機当時の火山対策 
・岩手県では、明治三陸大津波で２万２千人が亡くなり、その後も２度、大津波
にあっていることから、岩手県の防災といえば「津波」だった。その次に、「内
陸直下型の地震・宮城県沖地震」で、火山の想定は全くなかった。 

・98 年当時、火山対策は何もない状態だった。地域防災計画の火山災害対策編や
火山防災マップはなく、住民への啓発・教育活動もしていなかった。また、地
元の報道機関や防災機関にも「岩手山は活火山」という認識はほぼなかった。

・また、東北大学が主に観測をしてくれていたが、観測情報は仙台に集められて
解析され、その結果を公表・提供してもらい、利用していた。つまり岩手山は、
地元に観測所を持っていない山だった。 

 
■火山防災マップの緊急作成 
・98 年２～４月あたりに も課題となったのは、各機関がそれぞれの組織の考え

方で行動しており、「どうすればよい」という共通の認識がなかったこと。その
事態の改善策のひとつが、火山防災マップの作成だった。 

・火山研究者、国の機関・県・市町村、防災担当者が一堂に会し、連日、実務的
な調整をし、逐次担当者を通じて首長に判断を仰ぎながら、マップづくりを進
めた。ある首長から「受け入れ拒否」の返答があ
ったときなどは、直談判的に説明をして了解をと
った。そのため、マップの完成時には、市町村、
県、関係機関の間の調整も基本的に完了していた。 

・マップは、まず噴火しそうな西側から作成し、東
側を追加して完成させた。東側でマグマ噴火が発
生すると、融雪型泥流（マップ上の水色の部分）
（と著しい降灰）が問題になることがわかった。 
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・マップは、市町村、県、国が活動する際の共通基準になる。ぜひ大切にしてい
ただきたい。 

 
・６～７月をピークにして地震が減り、噴火危機が去ったかと思われた期間があ
った。このとき火山関係者は、観光業界から「（火山関係者に）騒がれたために
風評被害が起き、観光客が来なくなった」と批判された。 

・しかし直後の９月３日に、岩手山のすぐ南西側の活断層が動き、マグニチュー
ド 6.2、 大震度６弱の地震が発生した。これは、マグマが活断層を押したた
めに逆断層型の地震が発生したと考えられ、若干の被害が出た。 

・地震発生時、周辺の住民は一斉に、火山防災マップにある避難所へ自主的に避
難した。想定していなかった場面で、マップの有効性が証明された。また、こ
の地震を境に、火山関係者への批判が止まることになる。 

・岩手山が本格的に動いていることが住民にも伝わり、これ以降、防災対策は急
速に進んでいく。ただし、観光客の減少は否めず、地域内には「少し騒ぎすぎ
た」という感が残った。 

 

■1999 年 噴気活動 

・99 年になると、地下に溜まったマグマの熱による
と思われる噴気活動が起きた。 

・その後も活動は活発化し、約２km という広範囲に
渡って噴気が上がったこともある。同年 10 月に、
気象庁は水蒸気爆発の可能性に言及した（その後
は活動が収束し、現在は噴気前の状態に近い）。 

 

■火山防災の基本 

・火山防災の基本は、「地域を守るのは地域」だということ。また「地域を守る」
には、「誰が」「いつ」「どのようなプロセスで判断して行動(防災対応)するか」、
「誰が責任をとるのか」を決める(決めておく)ことが必要だと考える。 

・噴火が始まるとその対処に相当な時間とマンパワーを割かざるを得ず、できる
ことは限られる。噴火する前にしっかり決めてあるかどうかによって、噴火後
の防災対策の内容・スピードは大きく異なる。 

 

■岩手山噴火危機で問題になったこと 

・岩手山では、まず「火山活動の現状を知る方法」、「情報入手ルートの確保」、「情
報の緊急的・継続的な入手方法」の３点が課題になった。情報の問題は大きい。

・次に、その情報を受けて、火山活動（火山活動の推移、次に起こること、噴火
の規模など）をどう評価するかという点。 

・続いて、「いま危険な地域」「避難の必要性」また（避難が必要な場合は）「どの
地域を避難させるか、自主避難か、勧告か、指示か」などの点だった。 

 

■観測こそ安心情報 

・火山の現状が分からないと、地域は非常に不安に
なる。一方で、火山の現状をしっかり把握して情
報を提供すると、地域は「不意打ちがない」と安
心する。また、何か起こる前には、何らかの情報
が届けられるだろうという信頼もする。 

・岩手山では、仙台管区気象台に機動観測を依頼し、
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また岩手県独自で地震計２台、地温計５台を設置して観測し、東北大学の観測
センターで解析してもらってデータを入手していた。 

・富士山には、高密度で高感度の観測体制が敷かれている。観測情報が安心情報
になることを期待している。 

 

■結論１：火山活動の評価 

・ここまでをまとめて、１つめの結論は「火山観測は安心情報である」こと。 
・現体制では、気象庁が噴火警報の運用とその十分な説明を果たすことになって
おり、その責任は極めて重責だと言える。火山観測に関する解説情報は重要で
あり、それを地域がどう受け取ってどう評価するかも、大きなポイントになる。

 

■岩手は報道災害に悩まされた 

・雲仙普賢岳での災害時に「報道災害」という言葉ができたが、岩手山でも悩ま
された。国の観測機関が、地元説明の前に報道機関に投げ込みをしてしまい、
地元が事態を報道で知るという状況が起きてしまった。これは当時、研究者の
個人的なホームページの内容を、報道機関が報道したことに起因したが、現代
もない話ではないだろう。 

・住民は報道を見て、その対応を一斉に行政に求めた。行政や関係機関は、報道
内容を知らないまま住民からの問い合わせに応じなければならず、大変だった。

・そこで観測機関には、異常な観測結果はまず地元に提供してもらい、検証した
上で、正しければ観測機関から成果として公表する、という対応を依頼した。

・地元自治体では、先行して得た情報を決して口外
しなかった。情報の検証が難しいこともあるが、
何よりも関係機関と共通認識を持つことを重要
と捉えた。 

・（なお、結論２としたように）現行体制では、情
報の提供は、平常時は気象庁、噴火して避難が始
まれば合同対策本部の役割になる。 

 

■行政は防災情報がほしい 

・地元行政が必要とするのは、噴火地点、噴火規模、噴火様式、活動の推移、危
険地域などの防災情報。 

・地域ごとに受ける影響は異なるが、行政間でベクトルをそろえた対応をするた
めには、気象庁から発表された監視結果を防災情報に読み替え、各市町村が動
けるような仕組みを作ることが も重要であり、 も難しい。なお判断の基準
は、やはり火山防災マップになる。時系列に沿った整理は、大変有効だと思う。

 
・岩手山では、火山情報を防災情報に読み替えるた
めの委員会・検討会と、それを防災対策にするた
めの委員会を設け、首長あるいは首町会の判断を
経て、行政対応へと移行させた。 

・ も重要で難しかったのは、「火山活動をわかりや
すく説明し、防災提言に踏み込む」こと。新燃岳
の対応を見ていても、現在の噴火警戒レベルの運
用でも、この点がポイントだと捉えている。 
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・岩手山では、（急速に山の状況が変わった場合）
県知事が市町村に助言するというかたちを作っ
た。当時、後に総務大臣を務めた増田寛也知事も
「私が決断して市町村に助言する」といった発言
をしている。 

・現在は噴火警戒レベルで表現されるが、やはり首
長の覚悟がポイントになる。加えて、県の然るべ
き責任者（総務部長など）の覚悟が欠かせない。 

 

■火山監視情報の防災情報への読み替え 

・結論３ともしたが、気象庁が噴火警報を運用する
中で行う「火山監視情報の防災情報への読み替
え」が 大のポイントになる。 

・新燃岳の噴火は、噴火警戒レベルの運用後、実質
的に 初の噴火になる。捉え方次第では、現在、
噴火警戒レベルという新しい火山防災の仕組み
についての社会実験が行われている。全国の火山
山麓の住民が注視しているだろう。 

・岩手山は６市町村にまたがっていたが、富士山は
16～17 の市町村だろうか。これだけ大きい火山に
なると、市町村間の連携は非常に重要になる。ど
のように地元を一元化していくのか。（岩手山で
はスライドにある体制で連絡・協議をしていた
が）会議をする時間もないかもしれない。例えば
夜間や、天気が悪くて火山の状態がわからかないなど、様々な困難が予想され、
そのときの対応を検討しておくことが重要になる。 

 

■報道機関との連携 

・岩手山では、情報の全面公開を旨とした。また報道機関にも、災害情報から防
災情報への意識の転換を求め、そのような記事を書いてもらいたいと依頼した。

・火山の状況は、報道機関の方にはどうしてもわかりにくい。そこで粘り強い説
明を行うとともに、合同勉強会（と懇親会）を繰り返し開催し、信頼関係を築
いていった。 

・さらに静岡新聞の東海地震対策の取り組みを参考にして、地元の新聞社に、火
山情報を気象情報と同じような扱いで毎日掲載することを依頼した。 

 

■防災体制の構築 

・以上のように、ゼロから立ち上げた防災体制だが、
噴火前としてはほぼ完璧、との評価をいただく体
制を構築できた。これを可能にした背景には、県
のシンボルとも言える岩手山が活動したため、県
民の関心と同調が得られたことが大きい。その点
は、地元（と日本）のシンボルである富士山も同
じだと思う。 

・県独自の判断で対応できたことも大きい。また、実際に山が動いて噴火しそう
だということを背景に、かなり強い対応がとれたということもある。 

・さらには、斎藤徳美岩手大学教授という強力なリーダーが存在したことが、
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大のポイントだったかもしれない。斎藤教授が自ら行動し、進むべき方向性を
示して、行政、報道、関係機関を引っ張ってく、全体の結束力も高められた。

・また、INS(Iwate Network System)の考え方が社会に根付き始めていたことも大
きい。 

 

■産官学民連携組織の貢献：INS「岩手山火山防災検討会」 

・INS は、地域の産学官民の機関の人たちが、個人
のボランティアの立場で参加する組織。その中
に、斎藤教授が中心となって立ち上げた「岩手山
火山防災検討会」があり、科学者、行政、報道機
関、産業界、住民等が自主的に、“一個人”とし
て参加している。 

・検討会では、ざっくばらんな討論をし、公式見解
は出さない。会費もなくした。参加者は討論結果
を各機関に持ち帰り、自ずと行政行動や事業に反
映されていった。これがよく機能し、自然と関係
機関間の調整を図り、結果的に公的な決断・判断
を大きくサポートした。会合と参加者のもつ自主
性の効果が大きく出た。 

・定例会は現在も続いており、これまでに 65 回を
数え、幅広い活動を展開している。会場は、岩手
大学構内の生協食堂。2000 年の有珠山噴火の際に
は、数名が現場を視察し、岩手山にどう活かすか
を検討した。また懇親会にも、様々な立場の方が
自主的に参加しており、顔の見える関係を作って
いった。 

・INS が効果的に機能した 大の要因は、防災関係
機関の中核担当者が出席していたこと。INS には
一切の強制力はないが、実質的な「コアグループ」
の役割に相当するものだったと言えるだろう。 

 

■結論４：地域の安全を守る減災の四角錐 

・ 後の結論として、「地域の安全を守る減災の四
角錐」を示す。2000 年の有珠山噴火によって作ら
れた考え方を、岩手風にアレンジした。 

・組織にはそれぞれ立場があると思うが、 終目標
は、ともに「地域の安全」。これを実現するため
には、同じ土俵に行政機関(消防、警察、自衛隊
を含む)、火山関係者、報道機関、住民が立ち、
一緒になって安全を議論する必要がある。その
際、信頼関係と強いリーダーの存在が必要。 

・また地域の中に、火山防災の核となり、（退職された方を含め）防災関係者の溜
り場ともなる拠点として、「岩手自然災害資料活用センター」を大学の中に立ち
上げた。「岩手防災サロン」と名づけた会合を、現在までで３回開いている。・
また、同センターを岩手の自然災害資料の収集・活用拠点とすべく、取り組み
を進めている。 
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■火山防災の核（人）の維持：「志」をもつ人を育てる 

・核となる拠点だけでなく人、つまり、地域を守るという「志」をもつ人を育て
ていくことが重要。ただし、岩手山でも課題となっている。 

・岩手山の噴火危機を経て、市町村職員が大いに育
った事例を紹介する。2009 年、秋田駒ケ岳が、
レベル１ではあるものの異常が出始め、活動がや
や活発になり、同年８月 16 日には、1970 年から
71 年にかけて噴火した女岳の山腹の木が枯れ始
めた。この異常は、地元職員が「岩手山の次は秋
田駒ケ岳が動くだろう」と考え、以前から年に数
回、秋田駒ケ岳に登って監視を続けた結果、即座
に気づくことができたものだった。 

・私を介して気象台に情報を伝え、翌日、仙台管区気象台が調査に入った。昨年
９月にはかなり広い範囲に渡って木が枯れ進んでいることがわかり、今年の１
月 27 日には強い噴気が上がったことから、地元では監視体制を強化している。

 

■まとめ：地域を守るために 

・本講演のまとめとして、４点述べる。 
１）火山観測は安心情報。火山活動を評価し、防災情報に“翻訳する”（読み替

える）役割を持つ気象庁、合同対策本部の役割は重責であるが、気象庁だ
けに頼るものではない。噴火すれば、市町村ごとに影響度は異なるため、
各市町村の動き方を含めて、地域として仕組みを作っていく必要がある。

２）普段から（INS のような）実質的なコアグループの活動が大切。 
３）トップダウンで強力に進めていくものが地域防災だと、私は信じている。

首長、しかるべき職責の方には、覚悟を決めて取り組んでいただきたい。
４）「減災の四角錐」を実現し、拠点と人の維持を目指したい。 

 

（質疑応答） 

○富士山が、近い将来に噴火する確率はどのくらいか。 

 →皆さんが期待する確率を弾き出すことはできない、と言わざるを得ない。 

講演でも申し上げたが、観測情報は安心情報。高密度・高性能・多方向の観測を

していれば、変化があった場合に捉えられる。ただし、変化が起きた後の推移は、

観測結果を解析しなければわからない。 

 →動きが見えたとき、次にどうなるかという情報が必要になる。気象庁や火山予知

連絡会で議論されるが、地域としても早く知っておきたいところ。皆さんの中で

も、そのような情報を知るための仕組みができているか、お考えいただきたい。 

 

○富士山噴火と東海地震との関係性とは。 

→火山と地震が相関した事例には、まさに岩手山が該当する。岩手山では、マグマ

が介入して山が膨れ、地震が広範囲に及ぶようになった。そのような事態が実際

に起こりうることが捉えられ、地震と火山の相関について議論されている。 

→富士山と東海地震の相関について、この場ではお答えできないが、マグマの情報

を押さえておくことが も重要で、その影響の出方はかなり難しい議論になる。
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火山が動き始めたら、周辺で何かが起こるかもしれないと考えておくことが大切。 

 

○一番気になるのは、火山がいつ、どの場所で噴火するかという２点に限られるかと

思う。岩手山では、地震の回数、各種センサーや GPS、また多方面からの観測の結

果から、学者の先生方が「噴火する可能性が高い」と判断されたように伺えるが、

一般的にはどのような情報をもとにし、何を決め手に判断するのか。 

→岩手山では、マグマがごく浅いところまで上昇している、海水面の少し下まで来

ていることが捉えられると、噴火が近いと考えた。東西両方向で噴火する可能性

があったが、そのうち西側の噴火予想地点のほぼ地表付近で震源が決定されるよ

うになったことから、地震を発生させるマグマか水蒸気が地表に近くに来ている

と捉え、噴火の可能性があると判断した。翌年、森から噴気が上がり始めた。2000

年をピークに、山の上で上がり始めた噴気が、沢の中、また下がって発生してき

たことから、水蒸気爆発の可能性も言及された。 

なお、98 年６月に「振り切れ微動」という、通常の微動ではなく、マグマや水

蒸気が動いた時に発生する微動が強く出た。その際、気象庁も予知連のメンバー

も「岩手山が噴火した」と判断したと、後ほど聞いたという経緯がある。 

 

○色々な情報を集めて分析し、気象庁に送る上で、要する時間は一般的にどれほどか。 

→地元では、避難勧告をいつどのように出すかが、 大の課題と捉えているかもし

れないが、私は、気象庁と地元自治体が噴火警戒レベルを発表する前に話し合い、

ともに情報を運用し、避難等に結び付けていく取り組みが必要だと考えている。 

講演の中で紹介した「減災の四角錐」とは、そのような点からも、誰かが責任を

負うのではなく、国も県も含めて、皆が同じ土俵に立って、住民のために運用す

ることが大事であることを示している。 

 →関連して個人的には、自治体は、上にあげて反応や判断を待つということをやめ

ないと、新しい日本の火山防災の仕組みは動かないと考えている。 

火山が動き、様々な情報が得られるようになった後は、（気象庁）本庁の方が現地

のコアグループにメンバーとして入って話し合い、また本庁の情報を伝えるとと

もに、地元の情報を吸い上げて本庁に伝えることが必要。そのような場を一般に

「コアグループ」と呼ぶが、富士山にあった仕組みを地元で作ることが も大事。 

→たとえば、富士山の周りにある３つの委員会をまとめて一本化し、県と市が共同

事務局等を作って、スリムな組織運営とする余地も大いにあり得る。噴火の前に、

地域全体で気象庁との連携の仕組みを作っておくことが、非常に重要。 

 

○（補足）情報の提供について 

→高原町の町長は深夜に避難を判断された。判断の経緯は把握できていないが、私

からは、市町村を孤立させてはいけない、と申し上げたい。 

講演でも述べたが、気象庁は、 新の公式情報を、市町村が理解できるかたちで




